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令和５年度



基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（１）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

　新たな工業団地の整備

道路整備課

産業振興課

施策の進捗状況等 上里町まち・ひと・しごと創生本部今後の考え方（方向性）

産業振興課
企業誘致条例や工場立地法地域準則条例、地域再生計画（埼玉県企業拠点強化促進計画）等、企業立地の優位性の周知に努め企業
誘致にむけ情報収集やマッチングに努めた。

産業振興課
旧農工法地区、新たな産業団地等の検討のため、埼玉県企業局及び埼玉県産業基盤対策課への訪問を行った。産業立地需要に対応で
きるよう新たな産業団地の設置について研究を進めている。

　民間企業誘致の促進

　新規立地企業に対する奨励金の交付

　工業団地の活性化

　上里SA周辺地区及び児玉工業団地活性化のためのアクサス道路整備

産業振興課
新規立地企業を誘致するための優遇措置として、上里町企業誘致条例に基づき、新規立地企業に対し、施設奨励金、雇用促進奨励金、
法人町民税奨励金、水道加入金奨励金を交付している。

本部評価

施策の進捗は順調である。
今後も事業を継続し必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

神流リバーサイドロードの整備は順調に進捗しており、
児玉工業団地線についてはR6.3に開通した。
民間企業の誘致については、誘致候補地の検討を行
なうとともに、埼玉県企業局や企業立地課等関係機
関との情報共有を図っている。令和2年度には工場立
地法地域準則条例の制定（緑地面積率等の緩和）
し、工場立地に向けた制度の拡充を図った。

神流リバーサイドロードの整備事業については、R7年
度中開通を目指し、引き続き工事を実施する。
民間企業の誘致については、引き続き、情報収集や
マッチングに努める。また、産業立地需要に対応でき
るよう新たな産業団地の設置について研究を進める
とともに、あらた誘致候補地について調整を図る。

自己評価

概ね順調

⇒
概ね順調

継続

達成度

ほぼ達成

取組方針

実績値

本部の意見と同じ

上里町地方創生推進審議会の意見(案)

具体的な取組の内容〔令和５年度〕
神流リバーサイドロードの用地買収率は100％であり、整備率（延長ベース）は80.7％である。また、R7年度中開通を目指し工事継続中。児
玉工業団地線のはR6.3に開通。

企業誘致の促進と賃貸による企業立地に対する支援が実施できるよう、令和4年4月に企業誘致条例施行規則の改正を行った。また、新
規立地事業者に対して条例に基づく支援をおこなった。

具体的な取組の内容
〔令和5年度〕で報告

制度の活用
≪進捗報告方法≫
制度活用の状況報告

－

≪進捗報告方法≫
埼玉県企業局等と連
携した情報を収集等の

活動報告

≪進捗報告方法≫
埼玉県企業局等と連
携した情報を収集等の

活動報告

最終目標値

令和５年度分

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

工業立地かかる制度整備

担当課名

上里町企業誘致条例に基づく新規誘致企業数

重要業績評価指標（KPI)

０％ 100％

―

基準値

－

累計４社
（5年間の合計）

ほぼ達成累計３社

工事実施

目標値

75%

年次（R5）目標値

指標名

民間事業所従業者数

工事着手
≪進捗報告方法≫
整備状況の進捗報告

100%

工事着手
≪進捗報告方法≫
整備状況の進捗報告

（平成28年度）

121経営体

　雇用を創出することが、町の活力を生み出し町内産業の発展につながります。民間企業の誘致や既存企業の振興などにより、町内経済の活性化を図り、安
定した雇用の確保に努めます。

児玉工業団地線の整備率

基準値

制度の活用
≪進捗報告方法≫
制度活用の状況報告

令和６年度

1

ほぼ達成

大きく達成

ほぼ達成

126経営体

累計2社

具体的な取組の内容
〔令和5年度〕で報告

（平成30年度）

12,371人12,071人

認定農業者数

評価対象年度

基本的な方向

工場立地法域
準則条例制定
（令和2年度）

主な取組

研究の進捗

① 民間企業の誘致の推進

ア．上里サービスエリア周辺地区及び児玉工業団地の活性化

イ．新たな工業系土地利用の調査・研究

ウ．新規立地企業に対する奨励金の交付

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート

№

民間企業の誘致・活性化による雇用の創出
神流リバーサイドロードの整備状況

具体的施策

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

1



基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（２）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

本部評価

順調 順調

取組方針

　就農後の経営支援

今後の考え方（方向性）

⇒

主な取組

　就農希望者への営農計画等の支援

　就農希望者への営農計画等の支援新規就農者に対する相談支援業務

継続

上里町地方創生推進審議会の意見(案)

就農相談のサポート体制が構築され、関係機関と連
携した支援により、新規就農者が町の中心的経営体
として活躍する姿も見られるようになっている。

新規就農総合支援事業の適切な活用により次世代
の担い手の確保を図るとともに、農林振興センター、
農協、農業委員会と連携し、認定農業者等の包括
的な経営支援を行う。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部の意見と同じ

施策の進捗状況等 上里町まち・ひと・しごと創生本部

自己評価

産業振興課

持続可能な力強い農業を実現するため、次世代を担う農業者の育成・確保に向けた取組を講じている。経営が不安定な就農直後の所得
の確保や就農後の早期経営発展を支援するために、「新規就農総合支援事業（経営開始資金・経営発展支援事業）」を行い、令和５年度
は６名が事業を利用し就農後の定着を図っている。

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

達成度

10人
40人

（5年間の合計）
累計32人

2

累計43人
（年11人）

大きく達成① 新規就農者に対する支援

農業の担い手不足対策の推進

12,371人

認定農業者数 121経営体 126経営体

新規就農者数

（平成28年度）

基本的な方向

　近年、農業従事者の高齢化や新規就農者数の減少、休耕地の増加などが課題となっています。就農希望者に対する交付制度や技術伝授研修の実施、農
地中間管理事業の推進による農地利用の効率化に取り組みます。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI) 基準値 最終目標値 年次（R5）目標値 実績値

（平成30年度）

産業振興課
新たに農業を始めようとする新規就農希望者に、営む農業の種別、将来の農業経営の構想、規模や生産方式に関する目標などを整理し
てもらい、埼玉県農業経営・就農支援センターと連携した就農計画作成の支援を行っている。

産業振興課
自立経営を目指す新規就農希望者が、確実に就農できるよう支援するため、埼玉県農林振興センター、農協、農業委員会等の関係機関
と一体となって、知識・技術の習得、農地や販路の確保、資金等の相談に関する支援を行っている。

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

民間事業所従業者数 12,071人
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基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（２）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

継続

施策の進捗状況等 上里町まち・ひと・しごと創生本部

自己評価 本部評価

順調 順調

上里町地方創生推進審議会の意見(案)

新規就農希望者が就農希望地で確実に就農できる
よう、関係機関と連携したサポート体制を構築して支
援を行っている。また、埼玉県農業大学校の就農相
談会にて、就農希望学生へ就農に関する情報提供を
関係機関と実施している。

新規就農総合支援事業の適切な活用により次世代
の担い手の確保を図るとともに、関係機関と連携し、
認定農業者等の包括的な経営支援を行う。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部の意見と同じ

今後の考え方（方向性）

⇒
取組方針

3

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

産業振興課
農業の担い手を確保・育成するため、市町村、農協、農業委員会、県農林振興センター等の関係機関が一体となって　「児玉地域担い手
育成総合支援協議会」を組織し、技術研修・農地の確保・資金相談等を行う「児玉地域明日の担い手育成塾」を開催している。

農業の担い手不足対策の推進

126経営体

新規就農者数 10人
40人

（5年間の合計）

基本的な方向

　近年、農業従事者の高齢化や新規就農者数の減少、休耕地の増加などが課題となっています。就農希望者に対する交付制度や技術伝授研修の実施、農
地中間管理事業の推進による農地利用の効率化に取り組みます。

（平成30年度）

② 新たな担い手確保

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI) 基準値 最終目標値 年次（R5）目標値 実績値 達成度

累計32人
累計43人
（年11人）

大きく達成

主な取組

　新規就農者希望者に対する担い手育成の支援

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

民間事業所従業者数 12,071人 12,371人
（平成28年度）

認定農業者数 121経営体
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基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（２）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

③

農業の担い手不足対策の推進

継続

施策の進捗状況等 上里町まち・ひと・しごと創生本部

自己評価 本部評価

概ね順調 順調

上里町地方創生推進審議会の意見(案)

推進地区とその他の地区を合わせて、令和５年11月
及び令和６年3月に転貸開始により計画通り中間管
理事業へ集積を増やし、農業経営の効率化を図っ
た。

引続き推進地区を定めて実施する。併せて利用権
廃止により契約が終了する農地所有者に対して、中
間管理事業への移行を推進する。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部の意見と同じ

今後の考え方（方向性）

⇒

農地の集積・集約の推進

取組方針

主な取組

「農地中間管理事業」の推進

4

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

産業振興課
推進地区を中心に、担い手会議や地権者個別説明会を開催し、理解をいただいた。その後地権者宅への戸別訪問により集積を増やした。

年次（R5）目標値 実績値 達成度

農地中間管理事業対象実施面積 458ha
443ha

（5年間の合計）

　近年、農業従事者の高齢化や新規就農者数の減少、休耕地の増加などが課題となっています。就農希望者に対する交付制度や技術伝授研修の実施、農
地中間管理事業の推進による農地利用の効率化に取り組みます。

（平成30年度）

累計350ha 累計377ha 大きく達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI) 基準値 最終目標値

認定農業者数 121経営体

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

民間事業所従業者数 12,071人 12,371人
（平成28年度）

126経営体基本的な方向
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基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（２）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価
上里町まち・ひと・しごと創生本部

自己評価 本部評価

概ね順調 概ね順調

⇒

主な取組

スマート農業の情報発信（説明会の開催）

町内の農業従事者のスマート農業への取組支援

取組方針

継続
ドローンの活用等、上里町に相応しいスマート農業に
ついて研究を進める。

ドローンによる薬剤散布について法令等の確認を行
い、農業者や実施事業者に対し指導を行った。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

今後の考え方（方向性）

本部の意見と同じ

上里町地方創生推進審議会の意見(案)施策の進捗状況等

達成度

（平成30年度）

5

農業の担い手不足対策の推進

スマート農業の支援制度についての周知 ―

≪進捗報告方法≫
説明会の定期的な開
催、利用があった場合

の報告

≪進捗報告方法≫
説明会の定期的な開
催、利用があった場合

の報告

具体的な取組の内容
〔令和５年度〕で報告

ほぼ達成④ スマート農業の推進

（平成28年度）

基本的な方向

　近年、農業従事者の高齢化や新規就農者数の減少、休耕地の増加などが課題となっています。就農希望者に対する交付制度や技術伝授研修の実施、農
地中間管理事業の推進による農地利用の効率化に取り組みます。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI) 基準値 最終目標値 年次（R5）目標値 実績値

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

民間事業所従業者数 12,071人 12,371人

認定農業者数 121経営体 126経営体

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

産業振興課
スマート農業についての研究、情報収集を行う。必要に応じて町内の農業者に対し情報提供を行った。

産業振興課
スマート農業に関連する補助事業を利用したい農家に対して情報提供や手続きに関する支援を行った。

5



基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（３）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

概ね順調 やや不調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

梨の加工に関しては、菓子製品の開発に加え酒造組
合等との連携による新たな加工品の研究を進めてい
る。包括連携協定を行った日本薬科大学、平沼水産
との連携により新たな町特産品開発の追風となってい
る。
ふるさと納税返礼品の内、６次化の物は８品で、全体
が９５品。

自己評価

地域資源を活用し、上里農業の特色を活かした農産
品を活用した加工品の開発を検討する。令和5年度
からは上里ブランドのロゴや認定制度の新設を進め
て行く。
ただし、返礼品の増加により既存の６次産業による品
数の占める割合が低下していることもあり、今後はより
適切な目標値の設定を検討する。

返礼品の商品数の増加等の要因により、
KPIの達成には至らなかった。
引き続き、既存の６次産業商品の積極的
な返礼品登録を推進するとともに、現在
進めている上里ブランドの開発につながる
適切なKPIの設定についても検討するこ
と。

本部評価

産業振興課

17.5%① 特色を生かした６次産業化の検討

特産品である梨や上里梨を使用した加工品ののPR活動を行った。また、町の新たな特産品の開発に向け、ベンチャー企業の進出支援を
行った。６次産業化の推進

20.0%

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕主な取組

6

農業の６次産業化による「かみさとブランド」の確立
ふるさと納税返礼品の内６次産業による商品数
の割合

1.0%

本部の意見と同じ

達成度

（平成30年度）

一部見直し

上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

8.4% 未達成

（平成28年度）

基本的な方向

　町の特色を活かした農産物・加工品などの特産振興を進め、ブランド化によるイメージアップを狙うとともに、販路拡大と特産物の商品化に向けた取組を支援
します。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI) 基準値 最終目標値 年次（R5）目標値 実績値

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

民間事業所従業者数 12,071人 12,371人

認定農業者数 121経営体 126経営体

6



基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（４）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

概ね順調 順調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

令和元年度より上里町で創業する起業者の支援のた
め、上里町起業者支援事業を開始、令和2年度には
要綱を改正し支援の範囲を広げている。また令和3年
度には県産業振興公社を創業支援事業に位置付け
起業者支援の充実を図った。R2創業支援実績4件、
開業3件。R4実績1件、開業1件。R5実績2件、開業
1件

自己評価

商工会等と連携し創業支援事業計画に基づく支援
を推進するなど起業者支援事業の適切な運用を図
り、町内で起業を目指す方に寄り添った支援を行う。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価

産業振興課

累計3件

新規創業者拡大のための支援事業の周知

① 創業支援の推進

町内で起業する事業者に、初期投資等の助成をすることで産業の振興及び活性化を図る。R5年度実績2件。

産業振興課
町内の新規創業者に向けて、支援事業の周知を引続き実施している。

創業支援事業計画に基づく創業支援

５件
（5年間の合計）

担当課名主な取組

7

地域で活躍する人への支援

上里町企業者支援事業補助金利用者数 ―

本部の意見と同じ

達成度

（平成30年度）

継続

上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

具体的な取組の内容〔令和５年度〕

累計6件
（年2件）

大きく達成

（平成28年度）

基本的な方向

　自ら起業したいと考えている方や、地域でまちづくりにかかわっている人やかかわろうとする人に対し、経済的支援等を図ります。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI) 基準値 最終目標値 年次（R5）目標値 実績値

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

民間事業所従業者数 12,071人 12,371人

認定農業者数 121経営体 126経営体

7



基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（４）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

概ね順調 概ね順調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

地域活性化起業人制度や企業との協定による個別
の人材派遣等、外部人材の活用方法は多様化して
いる。また、人材登用について法整備を要するものに
関しては、法規担当及び人事担当による検討を要す
る。

自己評価 令和５年度は、総務省の「地域人材ネット（地域力創
造アドバイザー）」に登録されている方に観光振興分
野で招へい予定である。
引き続き、各事業における民間人材の活用を研究し
担当課との調整を行う。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

総合政策課

《進捗報告方法》
活用状況の報

告
② 地域おこし人材への支援

令和４年度に引き続き総合政策課において、デジタル人材（1名）を民間企業からの非常勤派遣職員の受入れを行った。
外部人材の活用

《進捗報告方法》
活用状況の報

告

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕主な取組
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地域で活躍する人への支援

地域活性化起業人（企業人材派遣制度）の活用 ―

本部の意見と同じ

達成度

（平成30年度）

継続

上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

具体的な取組の内容
〔令和5年度〕で報告

ほぼ達成

（平成28年度）

基本的な方向

　自ら起業したいと考えている方や、地域でまちづくりにかかわっている人やかかわろうとする人に対し、経済的支援等を図ります。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI) 基準値 最終目標値 年次（R5）目標値 実績値

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

民間事業所従業者数 12,071人 12,371人

認定農業者数 121経営体 126経営体

8



基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（５）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

概ね順調 順調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

産業振興課内に相談窓口を設置し求人情報の提供
などを行っている。また、北部地域地方創生推進協
議会就職支援事業部会では、高校生を中心に、大学
生・短大生やUターン・Iターンの地元就職希望者を対
象とした北部地域合同企業説明会を開催し本地区へ
の就職者の確保を行っている。

自己評価

求人情報の精査を行い、特に、再就職を希望する女
性に対する的確な情報提供を行う。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価

産業振興課

累計32人

女性の就労支援

① 就職相談の実施

高校生を中心に、大学生・短大生やUターン・Iターンの地元就職希望者を対象とした北部地域合同企業説明会を開催した。（KPIの就職相
談者数は８人）

産業振興課
ハローワークと連携し、相談の際には的確な情報提供を行っている。

県やハローワークと連携した就職相談の実施

40人
（5年間の合計）

担当課名主な取組
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働く機会の確保

就職相談者数 13人

本部の意見と同じ

達成度

（平成30年度）

継続

上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

具体的な取組の内容〔令和５年度〕

累計39人 大きく達成

（平成28年度）

基本的な方向

　就業する意欲と能力がありながら現在就業が実現していない潜在的な人材の活用は、就業率の向上において重要なポイントとなります。潜在的な人材が多
い女性及びシニア世代の働く機会を確保することで、安定した労働力の確保に取り組みます。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI) 基準値 最終目標値 年次（R5）目標値 実績値

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

民間事業所従業者数 12,071人 12,371人

認定農業者数 121経営体 126経営体
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基本目標１ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（５）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

順調 順調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

シルバー人材センター登録者数は目標を大幅に上回
り、シルバー人材センターの勧誘活動も含め、健康で
活動意欲のある高齢者への活躍の場として周知がさ
らに進んだ。

自己評価
シルバー人材センターによる高齢者の活躍する場や
機会を拡充するため、広報等に努めて登録者の増
加を引き続き支援する。補助金の交付により基盤強
化に努める。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価

高齢者いきいき課

235人② 元気な高齢者が活躍する場の充実

シルバー人材センターが安定的に運営できるよう補助金を交付した。広報活動として町広報誌に「お仕事説明会」の記事を掲載した。
シルバー人材センターへの支援

240人

担当課名主な取組

10

働く機会の確保

シルバー人材センター登録者数 215 人 

本部の意見と同じ

達成度

（平成30年度）

継続

上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

具体的な取組の内容〔令和５年度〕

259人 大きく達成

（平成28年度）

基本的な方向

　就業する意欲と能力がありながら現在就業が実現していない潜在的な人材の活用は、就業率の向上において重要なポイントとなります。潜在的な人材が多
い女性及びシニア世代の働く機会を確保することで、安定した労働力の確保に取り組みます。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI) 基準値 最終目標値 年次（R5）目標値 実績値

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

　町の主要産業である農業の後継者不足や、上里サービスエリア周辺地区整備など、産業に関わる課題に対し、早期に対策が必要とされています。こうした課
題をクリアするために、農業においては、担い手の確保とともに高品質な農産物の安定生産を図っていくこと、また商工業においては、児玉工業団地等への企
業誘致を進めるとともに、既存企業や新たな創業に対する支援にも取り組み、産業の活性化と雇用の創出を目指します。また、新たな企業の誘致のため、工
業用地の確保に努めるとともに、誘致企業に対する優遇制度を活用していきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

民間事業所従業者数 12,071人 12,371人

認定農業者数 121経営体 126経営体

10



基本目標２ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（１）

ア．ICTを活用した情報発信の推進

イ．「こむぎっち」による町の PR

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

主な取組

ホームページの利用促進

プッシュ型の情報発信や新たな情報発信の推進

概ね順調 概ね順調

こむぎっちの活用による町のPR事業の展開

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

総務課
こむぎっちの着ぐるみの貸し出しやデザイン使用により、町内外に広くPR活動に努めた。また、啓発品としてボールペン、クリアファイル等の
グッズを作成した。

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

総務課
平成28年12月にCMS（ｺﾝﾃﾝﾂ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ｼｽﾃﾑ）を導入し、簡単にホームページの作成・更新ができるようになったことで、各課で積極的
な記事掲載を行っている。親しみやすく、検索しやすいホームページを目指し、ページの充実と整理を行った。

取組方針

ホームページの年間アクセス数は増加傾向であり、公
式LINEアカウントの友だち登録者数も順調に増加して
いる。ホームページやLINE等のSNSは、町の情報発信
ツールとして大きな役割を担っている。
町のPR事業の展開については、こむぎっちの着ぐるみ
の貸し出しやデザイン使用により、町内外にPRしてい
る。

自己評価 親しみやすく、検索しやすいホームページを目指し、
ページの充実と整理を行っていく。
LINE等のSNSの積極的な利用を推進し、デジタル広
報基盤の可能性を検討していく。
引き続き、グッズやSNS等も活用しながら、こむぎっち
を活用した町のPR活動に努めていく。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価 「上里町の魅力を様々な媒体を使って全
国へ発信」が目的のため、今後は、SNSや
アプリの登録者数に加えて、可能であれば
その内容の検証及び登録者のリアクション
数の検証についても検討してほしい。

継続

上里町地方創生推進審議会の意見(案)

積極的なタウンプロモーションの展開

5,000人 4,250人 ほぼ達成

こむぎっちデザイン新規使用申請件数
12件

（令和4年度）
15件 14件 14件 大きく達成

広報紙閲覧アプリ登録者数 283人 1,600人 1,500人 1,658人 大きく達成

最終目標値
（令和６年度）

年次（R5）目標値 実績値 達成度

11

町の魅力を全国へ情報発信

ホームページ年間閲覧数 106,484件 380,000件

SNS等登録者数 596人 5,500人

360,000件 356,702件 ほぼ達成①

　上里町の魅力を様々な媒体を使って全国へ発信することで、知名度を上げ交流人口及び関係人口の増加を図っていきます。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）

25歳～39歳の転入超過数
年間34人

年間50人
（平成30年度）

基本的な方向 

総務課
公式LINEアカウントを活用して、プッシュ型で情報提供を行った。YouTubeを活用して、講演会や健康情報などの動画を配信した。
デジタルサイネージを活用した情報発信を開始した。

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む

　本町の社会増減については、住民基本台帳からは近年は転入超過の傾向がみられるものの、国勢調査からは平成 22 年から平成 27 年にかけて転出超
過となっています。男女別年代別でみると、女性は 10 代後半から 20 代にかけての転出超過が多く、男性は、10 代後半から 30 代前半までの転出超過が
多くなっています。若年層の流出を止めることは、人口減少の抑制と同時に町の活気を維持することにもつながります。
そのため、この若年層の転出超過を防ぎつつ、転入超過の流れをより確かなものにするために、まずは本町の魅力を情報発信し、全国的な知名度を上げる施
策に取り組みます。そして神流川合戦など本町の歴史的資産を活用した観光事業等の推進により、実際に本町に来てもらう人を増やし、本町の良さを実感し
てもらう取組を進めます。
さらに、転出超過となっている若年層を主なターゲットにして、UIJ ターンを促すことにより、人口増加の流れを確実なものにしていきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

年間観光入込客数
65,400人

950,000人
（平成30年度）
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基本目標２ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（１）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

継続

概ね順調 やや不調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

令和5年10月の総務省による返礼品基準の厳格化
に伴い、一部の返礼品（ゴルフボール）が対象外と
なったことが大きく影響し、5年度は目標値未達成と
なった。なお、返礼品の発掘により、品数は増加傾向
で、ポータルサイトの拡充や各種媒体を活用した返礼
品のPRにより、ふるさと納税者数も増加傾向となって
いる。

自己評価
魅力ある返礼品の発掘に努めるとともに、引き続き
ポータルサイトの運用改善や返礼品のPR方法を工
夫するなど、ふるさと納税の推進により、交流人口及
び関係人口の増加を図る。

返礼品基準の見直しに伴い、好評であっ
た返礼品が品目から除外されたことでKPI
の達成には至らなかった。新たな品目の
発掘やPR方法の拡充等により回復を見込
んでいることから、引き続き取り組むこと。

本部評価

本部の意見と同じ

3,750人 2,215人② ふるさと納税制度を活用した特産物の PR

主な取組

最終目標値
（令和６年度）

年次（R5）目標値 実績値 達成度

ふるさと納税制度を活用した町PRの推進

12

町の魅力を全国へ情報発信

ふるさと納税者数 ― 4,000人

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

総合政策課
町内の製造業者等を中心に、訪問や電話などで返礼品としての登録を勧奨した。また、ポータルサイトの拡充やチラシの配布、雑誌への掲
載など、返礼品を積極的にPRした。

未達成

　上里町の魅力を様々な媒体を使って全国へ発信することで、知名度を上げ交流人口及び関係人口の増加を図っていきます。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）

25歳～39歳の転入超過数
年間34人

年間50人
（平成30年度）

基本的な方向 

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む

　本町の社会増減については、住民基本台帳からは近年は転入超過の傾向がみられるものの、国勢調査からは平成 22 年から平成 27 年にかけて転出超
過となっています。男女別年代別でみると、女性は 10 代後半から 20 代にかけての転出超過が多く、男性は、10 代後半から 30 代前半までの転出超過が
多くなっています。若年層の流出を止めることは、人口減少の抑制と同時に町の活気を維持することにもつながります。
そのため、この若年層の転出超過を防ぎつつ、転入超過の流れをより確かなものにするために、まずは本町の魅力を情報発信し、全国的な知名度を上げる施
策に取り組みます。そして神流川合戦など本町の歴史的資産を活用した観光事業等の推進により、実際に本町に来てもらう人を増やし、本町の良さを実感し
てもらう取組を進めます。
さらに、転出超過となっている若年層を主なターゲットにして、UIJ ターンを促すことにより、人口増加の流れを確実なものにしていきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

年間観光入込客数
65,400人

950,000人
（平成30年度）
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基本目標２ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（２）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

概ね順調 概ね順調

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案)

本部評価

本部の意見と同じ
今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

⇒ 継続

取組方針

観光農園・体験農園計画区域の範囲内において、農業団体に協力してもらい、田んぼオーナー事業を実施。Ｒ5年度の申込者21名、26区
画。

SA周辺地区整備事業全体としては、庁内協議会を
開催し進捗状況を共有している。「公園ゾーン」として
整備したこのはな芝生広場を令和３年度に整備し令
和５年度からこのはなマルシェなどの活用を開始し
た。アグリパーク上里内の情報発信コーナーにデジタ
ルサイネージを設置し、町の情報発信に努めている。
このはなパーク全体の魅力の向上につなげるため、水
辺ゾーンの利活用の検討を開始した。令和2年度から
実施している「田んぼオーナー事業」（JA主催）につい
ては、参加者数が毎年約20名程度で推移しており順
調である。

自己評価

主な取組

上里SA周辺地区整備事業の推進

農業体験ゾーンにおける事業の実施

水辺ゾーンの整備

事業全体としては、引き続き庁内協議会により必要
な協議を進める。エリア全体で不足する、町有駐車
場の整備に向けた測量調査やルート、台数の検討な
ど実施予定である。「水辺ゾーン」の整備により、周辺
地区との連携を図り活性化を目指していく。「農業体
験ゾーン」については、農村公園の運営主体「埼玉
ひびきの農協」及びこのはなパーク関連事業者と協
力し、イベント等のＰＲ活動を通じて周辺地区の活性
化を図る。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

まちづくり推進課
河川空間の利活用について、他自治体の事例等も踏まえ、整備に向けた検討を行った。

担当課名

総合政策課
上里サービスエリア周辺地区整備事業庁内連絡協議会により、各ゾーニングの進捗管理と、各担当課の連絡調整を行った。

産業振興課

具体的な取組の内容〔令和５年度〕

309,955人 267,919人 ほぼ達成① 上里サービスエリア周辺地区の整備
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観光事業の推進による交流人口・関係人口の増加

アグリパーク上里年間来客数 255,000人 350,000人

年間50人
（平成30年度）

基本的な方向 

　上里サービスエリア周辺地区をはじめとする観光事業を推進し、交流人口や関係人口の増加を図ります。また、主要産業である農業や上里ゴルフ場などと
いった上里町が持つ「強み」を活かす観光を推進することで、観光客の増加や観光消費拡大を図ります。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値 実績値 達成度

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む

　本町の社会増減については、住民基本台帳からは近年は転入超過の傾向がみられるものの、国勢調査からは平成 22 年から平成 27 年にかけて転出超
過となっています。男女別年代別でみると、女性は 10 代後半から 20 代にかけての転出超過が多く、男性は、10 代後半から 30 代前半までの転出超過が
多くなっています。若年層の流出を止めることは、人口減少の抑制と同時に町の活気を維持することにもつながります。
そのため、この若年層の転出超過を防ぎつつ、転入超過の流れをより確かなものにするために、まずは本町の魅力を情報発信し、全国的な知名度を上げる施
策に取り組みます。そして神流川合戦など本町の歴史的資産を活用した観光事業等の推進により、実際に本町に来てもらう人を増やし、本町の良さを実感し
てもらう取組を進めます。
さらに、転出超過となっている若年層を主なターゲットにして、UIJ ターンを促すことにより、人口増加の流れを確実なものにしていきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

年間観光入込客数
65,400人

950,000人
（平成30年度）

25歳～39歳の転入超過数
年間34人
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基本目標２ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（２）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

本部の意見と同じ

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

まちづくり推進課
上里ゴルフ場の継続に向け、令和5年度は、運営主体であるさいたまリバーフロンティアとの管理協定の更新に加え、地権者との借地契約
の更新を行った。ふるさと納税や地域物産を活用した需要喚起等、運営主体の戦略的な運営により来場者を維持している。

上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

継続

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

概ね順調 順調

令和5年度は、運営主体であるさいたまリバーフロン
ティアとの管理協定の更新に加え、地権者との借地
契約の更新を行ったが、その中で、上里ゴルフ場の安
定経営や、継続、発展を望む声が多く寄せられた。

自己評価 年間約5万人の来場を誇る上里ゴルフ場は町の観
光資源であり、町民の貴重な財産である。用地取得
による安定化を図るとともに、運営主体による質の高
い維持管理やイベント等の実施により来場者の維持
に努める。あわせて、町民感謝デーやジュニア育成
事業の充実を図り、町民から愛されるゴルフ場の実
現を目指す。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

主な取組

上里ゴルフ場の活性化（イベント開催）

49,142人 大きく達成② 上里ゴルフ場の活性化
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観光事業の推進による交流人口・関係人口の増加

上里ゴルフ場年間利用者数 47,505人 48,875人

年間50人
（平成30年度）

基本的な方向 

　上里サービスエリア周辺地区をはじめとする観光事業を推進し、交流人口や関係人口の増加を図ります。また、主要産業である農業や上里ゴルフ場などと
いった上里町が持つ「強み」を活かす観光を推進することで、観光客の増加や観光消費拡大を図ります。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値 実績値 達成度

48,875人

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む

　本町の社会増減については、住民基本台帳からは近年は転入超過の傾向がみられるものの、国勢調査からは平成 22 年から平成 27 年にかけて転出超
過となっています。男女別年代別でみると、女性は 10 代後半から 20 代にかけての転出超過が多く、男性は、10 代後半から 30 代前半までの転出超過が
多くなっています。若年層の流出を止めることは、人口減少の抑制と同時に町の活気を維持することにもつながります。
そのため、この若年層の転出超過を防ぎつつ、転入超過の流れをより確かなものにするために、まずは本町の魅力を情報発信し、全国的な知名度を上げる施
策に取り組みます。そして神流川合戦など本町の歴史的資産を活用した観光事業等の推進により、実際に本町に来てもらう人を増やし、本町の良さを実感し
てもらう取組を進めます。
さらに、転出超過となっている若年層を主なターゲットにして、UIJ ターンを促すことにより、人口増加の流れを確実なものにしていきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

年間観光入込客数
65,400人

950,000人
（平成30年度）

25歳～39歳の転入超過数
年間34人

14



基本目標２ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（２）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価
取組方針

既存イベントの開催においては、コロナの影響により開
催できない時期もあったがコロナ禍を抜け、復調した
状態での開催を維持できている。
また、歴史資産では有形及び無形文化財の管理者に
対し、保存助成金の交付を行うことにより文化継承の
一助となってる。また、修繕等の費用を一部補助する
体制も整えている。
新たな事業としては、このはなパーク上里内のこのは
な芝生広場で令和4年度に開催した代替事業に続
き、令和5年度は「このはなmarche2023」を開催し
た。

自己評価

既存事業については、効果的な広報活動やイベント
の企画・運営を積極的に推進していく。なお、マラソン
大会では、様々な状況変化も踏まえ、開催場所や規
模などを引き続き検討する必要がある。
歴史資産では現在登録されている町指定文化財の
周知を行い、町の魅力として注目されるよう普及す
る。
新たな事業については、コロナ禍を抜け、全国的に賑
わいが戻ってきている中、このはな芝生広場を利用し
たこのはなmarcheを継続的に開催できるよう、イベン
トの規模や実施方法を適宜見直していく。また、観光
協会の設立に伴い、効果的な事業を適切な規模で
検討実施する。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ 継続

概ね順調 概ね順調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案)

既存イベントの開催（文化芸術活動やマラソン大会等）

歴史的資産の活用に資する団体や個人の育成

町の資源を活かしたイベントの開催

総合政策課

上里町総合文化センターにおいて、音楽・演劇・郷土芸能の鑑賞型イベント、和太鼓の体験教室などの参加型イベントを開催し、伝統芸能
の継承に努めている。また、地域文化活動の推進と地域のコミュニティづくりを推進するため、例年開催しているワープ上里フェスタ、ワープ
上里ピアノリレー等のイベントについても、計画どおり開催することができた。

産業振興課
10月にこのはなパークの芝生広場を会場にして、このはなmarche2023を開催した。

生涯学習課
有形及び無形文化財の管理者に対し、保存助成金の交付を実施した。また、修繕等の費用を一部補助する体制も整えている。
町文化財保護審議委員に向けた研修会を児玉郡市内の市町村と共同で2回実施した。

既存イベントの開催（文化芸術活動やマラソン大会等） 生涯学習課
平成31年3月以来の乾武マラソン大会を実施した。

主な取組 担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕
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町の資源を活かしたイ
ベントの開催

《進捗報告方法》
検討の進捗報告

具体的な取組の内容
〔令和５年度〕で報告

ほぼ達成③ まちの資源を活かしたイベントの開催

観光事業の推進による交流人口・関係人口の増加

新しいイベント創出の進捗 ―

町の資源を活かしたイ
ベントの開催

《進捗報告方法》
検討の進捗報告

年間50人
（平成30年度）

基本的な方向 

　上里サービスエリア周辺地区をはじめとする観光事業を推進し、交流人口や関係人口の増加を図ります。また、主要産業である農業や上里ゴルフ場などと
いった上里町が持つ「強み」を活かす観光を推進することで、観光客の増加や観光消費拡大を図ります。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値 実績値 達成度

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む

　本町の社会増減については、住民基本台帳からは近年は転入超過の傾向がみられるものの、国勢調査からは平成 22 年から平成 27 年にかけて転出超
過となっています。男女別年代別でみると、女性は 10 代後半から 20 代にかけての転出超過が多く、男性は、10 代後半から 30 代前半までの転出超過が
多くなっています。若年層の流出を止めることは、人口減少の抑制と同時に町の活気を維持することにもつながります。
そのため、この若年層の転出超過を防ぎつつ、転入超過の流れをより確かなものにするために、まずは本町の魅力を情報発信し、全国的な知名度を上げる施
策に取り組みます。そして神流川合戦など本町の歴史的資産を活用した観光事業等の推進により、実際に本町に来てもらう人を増やし、本町の良さを実感し
てもらう取組を進めます。
さらに、転出超過となっている若年層を主なターゲットにして、UIJ ターンを促すことにより、人口増加の流れを確実なものにしていきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

年間観光入込客数
65,400人

950,000人
（平成30年度）

25歳～39歳の転入超過数
年間34人
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基本目標２ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（３）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

本部の意見と同じ 継続

総務課
ホームページに「移住・定住に関する特設サイト」を開設した。「埼玉県北部地域移住・定住交流サイト」の情報を更新し、移住定住に関する
紹介サイトからの掲載依頼に対しては、積極的に町の情報を掲載するよう努めた。

総務課
県北7市町村で組織された「埼玉県北部地域地方創生推進協議会」で「ふるさと回帰フェア（東京国際フォーラムで開催）」に参加し、来場
者にタブレット端末や観光パンフレット等を活用して上里町の魅力をPRした。

総合政策課

他自治体の実施状況及び上里町の立地適正化計画等を基本に、新たな定住促進事業の検討を行った。まずは、移住・定住を検討する方
たちに情報を提供するツールが必要であるとの認識に至り、関係課である総務課と協議を行いホームページ内に特設サイトを開設した。

上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

概ね順調 概ね順調

移住定住につながる事業の検討

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒

上里町まち・ひと・しごと創生本部

各課が実施している移住定住につながる施策・取り
組みについて、町ホームページの「移住・定住に関す
る特設サイト」やSNS等を活用して情報発信する。「埼
玉県北部地域地方創生推進協議会」と連携しながら
新たな取り組みを検討する。
移住定住を促進する住宅施策等、具体的事業につ
いては、立地適正化計画等に沿った検討を行う必要
があるため、関係各課との調整を引き続き行う。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

ホームページに「移住・定住に関する特設サイト」を開
設し、「暮らしの支援策」等の情報をまとめて紹介して
いる。
「埼玉県北部地域移住・定住交流サイト」の情報を更
新し、移住定住に関する紹介サイトからの掲載依頼に
対しては、積極的に町の情報を掲載するよう努めた。

自己評価

具体的な取組の内容〔令和５年度〕
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移住定住に繋がる事業の実施状況 ―
≪進捗報告方法≫
検討の進捗報告

移住促進につながる情報の発信

北部地域連携事業（移住関連）への参加

18,000件 12,791件 ほぼ達成① 移住定住促進事業の展開

若者を中心とした UIJ ターンの促進

埼北移住ホームページ年間閲覧件数
8,854件

（令和2年度）
20,000件

≪進捗報告方法≫
検討の進捗報告

具体的な取組の内容
〔令和５年度〕で報告

ほぼ達成

主な取組 担当課名

年間50人
（平成30年度）

基本的な方向 
　20 歳代から 30 歳代の年齢層が減少すると、本町の活力がいずれ失われ、町の様々な活動が成り立たなくなる可能性が高まります。
そのため 20 歳代の若者を中心に、回帰あるいは新規に移住してもらえる施策を促進し、移住者を増加させることにより、本町の人口増加と活性化に結びつけ
ます。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値 実績値 達成度

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む

　本町の社会増減については、住民基本台帳からは近年は転入超過の傾向がみられるものの、国勢調査からは平成 22 年から平成 27 年にかけて転出超
過となっています。男女別年代別でみると、女性は 10 代後半から 20 代にかけての転出超過が多く、男性は、10 代後半から 30 代前半までの転出超過が
多くなっています。若年層の流出を止めることは、人口減少の抑制と同時に町の活気を維持することにもつながります。
そのため、この若年層の転出超過を防ぎつつ、転入超過の流れをより確かなものにするために、まずは本町の魅力を情報発信し、全国的な知名度を上げる施
策に取り組みます。そして神流川合戦など本町の歴史的資産を活用した観光事業等の推進により、実際に本町に来てもらう人を増やし、本町の良さを実感し
てもらう取組を進めます。
さらに、転出超過となっている若年層を主なターゲットにして、UIJ ターンを促すことにより、人口増加の流れを確実なものにしていきます。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

年間観光入込客数
65,400人

950,000人
（平成30年度）

25歳～39歳の転入超過数
年間34人

16



基本目標３ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（1）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

継続

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

総合政策課
令和５年度の結婚支援事業部会では、関東初のメタバース&リアル婚活を開催した。イベントは高確率なマッチング率となり、盛況であった。
また、SAITAMA出会いサポートセンターを通じた結婚相談等により、結婚を希望する人への支援を実施した。

上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

本部の意見と同じ

概ね順調 順調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

県北7市町で構成する北部地域地方創生推進協議
会の結婚支援事業部会で婚活イベントを実施し、北
部地域在住在勤者の結婚の希望を叶える場を提供
した。また、町としては、県のSAITAMA出会いサポート
センターの協賛会員として、町内在住の未婚者への
情報発信を実施した。

自己評価
今後も引続き、関係市町と協力し、魅力的なイベント
開催や積極的な情報発信により事業展開をしてい
く。また、広報かみさと等で県のSAITAMA出会いサ
ポートセンターの情報を発信していく。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

主な取組

独身男女の出会いの機会の創出（イベント開催支援）

累計62人 大きく達成① 出会い・婚活サポート事業の展開

最終目標値
（令和６年度）

年次（R5）目標値 実績値 達成度
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出会いと婚活の支援
SAITAMA 出会 いサポートセンターの上里町民
の登録者数

38人
（令和3年度）

74人
（R3～R6累計）

累計62人

基本的な方向 

　独身の男女が結婚していない理由として「出会う機会、きっかけがない」というアンケート結果を踏まえ、出会いの場の提供、相談や講座開催などを行い、出
会いから結婚までの支援を実施します。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

　本町の合計特殊出生率は、平成 23 年以降、全国平均及び埼玉県平均を大きく下回る状況が続いており、平成 26 年に過去最低の 1.05 となったのち上
昇しましたが、平成 29 年に再び 1.05 となっており、低下傾向にあります。
このため、「結婚したい人が結婚できる」、「誰もが安心して出産・子育てができる」といった希望をかなえるための、結婚・出産・子育てに関する各種施策を充実
させ、「子育てするなら上里町」と選ばれるまちを目指します。

指標名 基準値
目標値

令和６年

合計特殊出生率
1.05

1.25
（平成29年）
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基本目標３ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（2）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

本部の意見と同じ 継続

概ね順調 順調

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

健康保険課

不妊治療費助成事業では1件、早期不妊検査・不育症検査費助成事業では10件を助成。また、早期不妊検査・不育症検査は女性の年
齢が35歳未満の方への上限金額を増額。不妊治療助成事業は、妊娠を希望される男女に平等に機会を持っていただけるよう保険適用外
の部分に対する経済的支援を行った。

不妊治療等への支援（助成金等の支給）

取組方針上里町地方創生推進審議会の意見(案)

令和4年度から不妊治療が保険適用とならない43歳
以上の方に対し、治療を要した費用の一部を助成。
43歳未満の方に対しては、早期不妊検査・不育症検
査にかかった費用の一部を助成し、妊娠を希望する
男女に対する経済的支援を行った。

自己評価
継続して妊娠を希望される方へ平等に経済的支援
を行うため、保険適用外になる部分に対して不妊治
療費助成、早期不妊検査・不育症検査費助成事業
を行っていく。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

本部評価

主な取組

最終目標値
（令和６年度）

年次（R5）目標値 実績値 達成度
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妊娠・出産・発育や発達の支援

不妊治療助成件数
29件

（平成28～30年度
の平均）

55件
（5年間の合計）

累計46件 累計50件 大きく達成① 不妊治療等への支援

基本的な方向 

　妊娠や出産に悩む夫婦への支援を強化し、安心して子どもを産むことができる環境づくりを図ります。また、乳幼児の発育や発達に関する親の不安を解消す
るための各種支援を実施します。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

　本町の合計特殊出生率は、平成 23 年以降、全国平均及び埼玉県平均を大きく下回る状況が続いており、平成 26 年に過去最低の 1.05 となったのち上
昇しましたが、平成 29 年に再び 1.05 となっており、低下傾向にあります。
このため、「結婚したい人が結婚できる」、「誰もが安心して出産・子育てができる」といった希望をかなえるための、結婚・出産・子育てに関する各種施策を充実
させ、「子育てするなら上里町」と選ばれるまちを目指します。

指標名 基準値
目標値

令和６年

合計特殊出生率
1.05

1.25
（平成29年）
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基本目標３ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（2）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

本部の意見と同じ 継続

概ね順調 概ね順調

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

健康保険課
母子手帳交付時に、妊娠期間中の歯周病は早産のリスクを高めることを説明し、群市内の歯医者で使用できる受診券を配布。妊娠８か月
頃の方を対象としたプレママコールにて、未受診の方に対して受診勧奨を行った。また、広報やHPにて周知を行った。　妊婦の健康づくりへの支援（自己負担のない歯科健診の実施等）

取組方針上里町地方創生推進審議会の意見(案)

母子手帳交付時に行う個別の受診勧奨に加え、広報
やＨＰでの周知を行う。また、妊娠8か月頃に実施して
いるプレママコールにて、歯科健診未受診の場合には
受診勧奨を実施し受診率向上に努めた。令和2年度
以降受診率は増加傾向にある。

自己評価
母子手帳交付時に行う個別の受診勧奨に加え、広
報やＨＰでの周知を行う。また、妊娠8か月頃に実施
しているプレママコールにて、歯科健診未受診の場
合には受診勧奨を行い受診率の向上に努める。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部

本部評価

主な取組

最終目標値
（令和６年度）

年次（R5）目標値 実績値 達成度
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妊娠・出産・発育や発達の支援

妊婦歯科健診受診率 40.3% 45.0% 45.0% 39.60% ほぼ達成② 妊婦の健康づくりの支援

基本的な方向 

　妊娠や出産に悩む夫婦への支援を強化し、安心して子どもを産むことができる環境づくりを図ります。また、乳幼児の発育や発達に関する親の不安を解消す
るための各種支援を実施します。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

　本町の合計特殊出生率は、平成 23 年以降、全国平均及び埼玉県平均を大きく下回る状況が続いており、平成 26 年に過去最低の 1.05 となったのち上
昇しましたが、平成 29 年に再び 1.05 となっており、低下傾向にあります。
このため、「結婚したい人が結婚できる」、「誰もが安心して出産・子育てができる」といった希望をかなえるための、結婚・出産・子育てに関する各種施策を充実
させ、「子育てするなら上里町」と選ばれるまちを目指します。

指標名 基準値
目標値

令和６年

合計特殊出生率
1.05

1.25
（平成29年）

19



基本目標３ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（2）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

子育て共生課
発達障害に関する専門的な知識を有する臨床心理士等が町内の保育所・幼稚園などを定期的に巡回（年3回程度）し、保育士等に対して
子ども及び保護者への具体的な支援について助言・指導を行った。

主な取組

　発育や発達に関する支援事業

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

健康保険課
乳幼児健診・各種相談事業を継続して実施し、こどもの発育・発達に対する支援を行った。健診等の未受診者には受診勧奨を行い、受診
率向上に努めた。3歳6か月児健診では屈折検査を導入し、令和5年度は11人の視力障害を発見し早期治療へつなげた。

健康保険課
産後で心身に不調のある方や育児に不安がある方5人の方に対して延べ17回の支援を実施した。本事業の周知を母子手帳交付時は全員
の方へ、また、赤ちゃん訪問や健診、電話相談等で利用が適切と思われる方に対しては随時サービスの勧奨を行った。

　子どもの発達障害等への支援事業の実施

　「産後ケア事業」の検討

新生児聴覚検査 174人
810人

（5年間の合計）
累計657人 累計588人

取組方針

5歳児健康相談は、軽度発達障害の早期発見・支
援、及び就学に向けての相談を実施した。また、令和
5年度より3歳6か月児健診にて屈折検査を導入し、
弱視の早期発見に努めた。
子どもの発達障害等への支援事業については、町内
全保育所・幼稚園で実施した。専門的な知識を有す
る者からの助言により、発達が気になる子どもへの早
期支援につながっている。

自己評価 継続して、乳幼児健診等でこどもの発育・発達に関
する支援を実施する。また、未受診者に対しては受
診勧奨を行い、受診率の向上に努める。
産後ケアを無償化。利用しやすい事業の運営に努
め、安心して育児に臨めるよう支援していく。
子どもの発達障害等への支援事業については、引き
続き保育所及び幼稚園に事業の目的や必要性を理
解いただきながら、発達が気になる子どもへの早期
支援を行うための指導・助言を継続実施していく。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案)

本部評価

本部の意見と同じ 継続

概ね順調 概ね順調

130回
（5年間の合計）

累計104回 累計101回 ほぼ達成

ほぼ達成

最終目標値
（令和６年度）

年次（R5）目標値 実績値 達成度
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妊娠・出産・発育や発達の支援

５歳児健康相談受診率 94.0%
減少を抑え現在の

水準を維持
94.0% 95.70% 大きく達成③ 発育・発達への支援

子どもの発達支援巡回の回数 26回

基本的な方向 

　妊娠や出産に悩む夫婦への支援を強化し、安心して子どもを産むことができる環境づくりを図ります。また、乳幼児の発育や発達に関する親の不安を解消す
るための各種支援を実施します。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

　本町の合計特殊出生率は、平成 23 年以降、全国平均及び埼玉県平均を大きく下回る状況が続いており、平成 26 年に過去最低の 1.05 となったのち上
昇しましたが、平成 29 年に再び 1.05 となっており、低下傾向にあります。
このため、「結婚したい人が結婚できる」、「誰もが安心して出産・子育てができる」といった希望をかなえるための、結婚・出産・子育てに関する各種施策を充実
させ、「子育てするなら上里町」と選ばれるまちを目指します。

指標名 基準値
目標値

令和６年

合計特殊出生率
1.05

1.25
（平成29年）

20



基本目標３ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（3）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

112人
減少を抑え現在の

水準を維持
112人

37,080件

保護者が気軽に育児相談や他の子育て家庭との交流ができる環境の整備、情報提供を行った。ファミリーサポートセンター事業の運営を
通じて援助を希望する人と支援する人の相互援助活動に対する支援を実施した。

ほぼ達成

ほぼ達成

未達成

大きく達成

地域子育て支援拠点利用者数

累計5か所

1,304人 2,830人 2,690人 2,500人

子ども食堂の設置数 ―

0人

ほぼ達成

ファミリー・サポート・センター利用回数 未達成

こむぎっち子育てサポート事業の推進

ア．子育てサポート情報

主な取組

イ．働くパパママサポート

ウ．地域で子育てサポート

エ．地域の子育て環境サポート

オ．子育て家計サポート

カ．いのちの大切さサポート

のびっこ教室への参加者数

第3子以降保育料等軽減対象者数

　子育て情報の発信

　地域の子育て環境サポート事業

いのちの大切さ出前講座、講演会参加者数 291人

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

子育て共生課 ホームページを利用し、子育て世代への情報発信に努めた。また、保育、手当、給付金等の制度内容の周知も随時対応した。

子育て共生課
保育士や支援員の処遇改善を行い、職員の定着を図った。保育所等の入所について近隣市町との連携を図った。公共施設再配置・維持
保全計画に基づき、児童クラブの小学校移転を進めた。

子育て共生課

21

子育てしやすい環境の整備 子育て支援ページの閲覧数 27,974件 45,000件 44,000件

生涯学習課
放課後子供教室として、平日放課後の「のびっこ教室」、土日の「チャレンジクラブ」を開催した。新規事業として１泊２日の「避難所体験防
災体験合宿」を開催した。また、コロナ禍で中止していた米づくり体験教室の収穫祭やこむぎっち料理教室（ピザ作り）を再開した。

①

　保育所や放課後児童クラブの待機児童解消の取組

　地域子育て支援拠点の充実

累計4か所 累計2か所

取組方針今後の考え方（方向性）

継続

概ね順調 概ね順調

390回 400回 400回 104回

　地域の子育て環境サポート事業 町民福祉課 社会福祉協議会と連携し、子ども食堂の周知・啓発に努めた。

妊娠・出産から思春期まで、切れ目のない支援を「か
みさと子育てロードマップ」にまとめ発信した。
「のびっこ教室」については、児童全体に対する参加
率は同水準で維持している。リピーター率は高く、参加
者アンケートでは高評価となっている。

自己評価

KPIのうち「ファミリー・サポート・センター利
用回数」及び「子ども食堂の設置数」のKPI
については未達成となっていることから、
原因を分析し、効果的な施策の進捗につ
ながるよう努めること。
今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ

　子育て世帯への家計サポート事業

　いのちの大切さ出前講座や啓発活動

施策の進捗状況等

⇒

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案)

今後、子育て支援策の多様化、大きな制度改正も予定さ
れており、さらに情報発信が重要となる。保育料完全無償
化の実施により、保育ニーズが変化した場合にも対応して
いく必要がある。ファミリーサポート・緊急サポート事業は利
用は少ないが、子育て環境の整備には必須であり、周知の
うえ継続していく必要がある。指導者を地域の方にボラン
ティアでお願いしている。
「のびっこ教室」については、開始から15年が経過し、指導
者の高齢化が課題となっており、開催方法を含め、検討す
る時期となっている。

子育て共生課
出産祝金として1万円（第3子以降は3万円）の支給し、埼玉県産木材を使用した出産祝品を3種類に増やして支給を行った。また、第3子
以降の保育料及び副食費無償化を継続して行い、子育て家計のサポートを図った。

子育て共生課
町内の小学５年生を対象とし、助産師を講師としたいのちの大切さ出前講座を実施した。二十歳の集いにおいては啓発資料の配布を行っ
た。

ほぼ達成

1,711人
（5年間の合計）

年337人 年237人 ほぼ達成

保育所待機児童数 11人 0人 3人 0人 大きく達成

児童クラブ待機児童数 5人 0人 1人

106人

120人 96人120人
減少を抑え現在の

水準を維持

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

　本町の合計特殊出生率は、平成 23 年以降、全国平均及び埼玉県平均を大きく下回る状況が続いており、平成 26 年に過去最低の 1.05 となったのち上
昇しましたが、平成 29 年に再び 1.05 となっており、低下傾向にあります。
このため、「結婚したい人が結婚できる」、「誰もが安心して出産・子育てができる」といった希望をかなえるための、結婚・出産・子育てに関する各種施策を充
実させ、「子育てするなら上里町」と選ばれるまちを目指します。

指標名 基準値
目標値
令和６年

基本的な方向 
　アンケート結果より、理想の子どもの数を持てない理由として経済的な理由や心理的肉体的負担、施設不足などがあげられており、子育て環境に改善の余
地があります。負担の解消や環境整備など行い、子育て世代のニーズに対応できるサービスを提供します。

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）

合計特殊出生率
1.05

1.25
（平成29年）

最終目標値
（令和６年度）

年次（R5）目標値 実績値 達成度
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基本目標３ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（4）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

　子育て世帯にとっては、居住地選択の基準として、子どもの教育環境や子どもを取り巻く安全で安心な地域社会をあげる傾向が見られます。そのため、子ども
の教育環境をより充実させる施策に取り組みます。

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

　本町の合計特殊出生率は、平成 23 年以降、全国平均及び埼玉県平均を大きく下回る状況が続いており、平成 26 年に過去最低の 1.05 となったのち上
昇しましたが、平成 29 年に再び 1.05 となっており、低下傾向にあります。
このため、「結婚したい人が結婚できる」、「誰もが安心して出産・子育てができる」といった希望をかなえるための、結婚・出産・子育てに関する各種施策を充実
させ、「子育てするなら上里町」と選ばれるまちを目指します。

指標名 基準値
目標値

令和６年

合計特殊出生率
1.05

1.25
（平成29年）

基本的な方向 

実績値 達成度
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未来を担う子どもたちへの教育支援 全国学力学習状況調査において全国平均を
100とした時の上里町の値（国語、算数・数
学）

国語 90
算数・数学

85

国語 100
算数・数学

100

国語 98
算数・数学

97

国語91
算数・数学　86

ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

① 確かな学力の向上

埼玉県学力学習状況調査の外国語表現力の県
平均を100 とした時の上里町の値

85
（令和2年度）

95 89 ほぼ達成95

主な取組

　教員の指導力向上につながる研修の実施

　小中学校へのALTの派遣や小学校への理科支援員の配置

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

教育指導課

協働的な学びを通して教師の指導力向上を目指す校内研修会を実施した。（実施状況は各小中学校年５回）小・中学校の研修会の連携
と町内全教職員を対象とした教育講演会を実施した。（講演会実施状況は年１回）
上里町全教職員を対象とした、上里町学力向上授業研究会を開催した。（研究会実施状況は年１回）

教育指導課
ＡＬＴ（外国語指導助手）５名を全小中学校に配置することで、外国語教育を充実することができた。小学３年生から６年生を対象にした「英
語でしゃべろう体験」を実施し、英語に慣れ親しみ、各校で学習した内容を活用することができた。

　ICTを活用した効果的な学習の展開

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

教育指導課
ＩＣＴ支援員が各校を巡回し、ＩＣＴを活用した授業作りなどについて指導助言及び情報提供をすることができた。各校のＩＣＴ担当を集めたＩＣ
Ｔ推進員会を開催し、ＩＣＴを活用した授業作りについて協議を深めた。

継続

概ね順調 概ね順調

全国学力学習状況調査では、令和５年度目標値に
対し実績値は９１％であった。また、埼玉県学力学習
状況調査の外国語表現力については、令和５年度目
標値に対して９４％であった。７０％以上は達成してい
るが、最終目標値と比べて開きがある。

自己評価 最終目標値の達成を目指し、各校が実施する校内
研修会の充実を図る。学力向上推進委員会にて各
校の良い取組を共有し、授業改善を図ることで、身に
付けさせたい力を明確にした授業が展開できるように
する。また、ＡＬＴやＩＣＴ支援員の更なる活用を図る。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ
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基本目標３ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（4）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

　子育て世帯にとっては、居住地選択の基準として、子どもの教育環境や子どもを取り巻く安全で安心な地域社会をあげる傾向が見られます。そのため、子ども
の教育環境をより充実させる施策に取り組みます。

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

　本町の合計特殊出生率は、平成 23 年以降、全国平均及び埼玉県平均を大きく下回る状況が続いており、平成 26 年に過去最低の 1.05 となったのち上
昇しましたが、平成 29 年に再び 1.05 となっており、低下傾向にあります。
このため、「結婚したい人が結婚できる」、「誰もが安心して出産・子育てができる」といった希望をかなえるための、結婚・出産・子育てに関する各種施策を充実
させ、「子育てするなら上里町」と選ばれるまちを目指します。

指標名 基準値
目標値

令和６年

合計特殊出生率
1.05

1.25
（平成29年）

基本的な方向 

実績値 達成度
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未来を担う子どもたちへの教育支援
新体力テスト（144 種目）において県平均以上で
ある種目数

39種目 72種目 67種目 47種目 ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

② 身体を動かすことが好きな児童生徒の育成と体力の向上

主な取組

　小学校における児童の基礎体力の育成

　中学校における生徒の基礎体力の育成

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

教育指導課
トップアスリートで構成された体育実技指導員による体育授業の支援により、児童を運動好きにするとともに体力と運動技能の向上を図っ
た。  実施状況は各小学校規模に振り分け総合計５００時間、配置人数２名。外遊びを奨励し、運動好きな児童を育てている。

教育指導課
運動する生徒としない生徒の二極化が進んでいるため、授業内容を精選し、体育授業の中で思い切り体を動かせるよう授業内容を工夫し
た。部活動指導員を配置することで、専門的な指導が受けられる環境を整えた。配置人数６名。

　日本女子体育大学との包括連携協定による児童生徒の体力向上

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

教育指導課
日本女子体育大学との包括連携協定により、児童生徒の新体力テストの結果からその特徴や今後の課題、授業改善のポイントについて共
通理解を図った。

継続

やや不調 概ね順調

新体力テストにおいて県平均以上である種目数は令
和５年度目標値に対し実績値は７０％であった。新型
コロナウイルス感染拡大による運動時間や機会の減
少が一つの原因と考えるが、県との開きは顕著であ
る。

自己評価 日本女子体育大学との包括的連携を更に強化し、
上里町の体力向上を図る。また、体育実技指導員
や部活動指導員の更なる活用を図り、体力を向上さ
せる。授業では、運動の楽しさや魅力を味わわせ、
生涯に渡って体を動かすことができる児童生徒を育
てる。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ
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基本目標３ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（4）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

教育指導課
教育支援センター「ふれあい教室」と連携を密にし、個別の支援体制の充実を図った。

主な取組

小 6 87.8％
中 3 85.6％

小 6 90％
中 3 90％

0.87％
（令和2 年度）

１％以下 1％以下

― 200回 180回

1.63% 未達成

２０７回 大きく達成

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

　本町の合計特殊出生率は、平成 23 年以降、全国平均及び埼玉県平均を大きく下回る状況が続いており、平成 26 年に過去最低の 1.05 となったのち上
昇しましたが、平成 29 年に再び 1.05 となっており、低下傾向にあります。
このため、「結婚したい人が結婚できる」、「誰もが安心して出産・子育てができる」といった希望をかなえるための、結婚・出産・子育てに関する各種施策を充実
させ、「子育てするなら上里町」と選ばれるまちを目指します。

指標名 基準値
目標値

令和６年

合計特殊出生率
1.05

1.25
（平成29年）

達成度

24

未来を担う子どもたちへの教育支援

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

１年間に 30 日以上欠席した不登校児童生徒数
の割合

携帯型翻訳機の年間使用回数

40人

小6　90％
中3　90％

学力アップ教室への参加者数

上里っ子ジャンプ教室への参加者数

学校に行くことが楽しいと答えた児童生徒の割合

上里町まち・ひと・しごと創生本部

基本的な方向 

③ 子どもの学びを支える環境づくり

実績値

教育指導課
学力アップ教室は、７月に開始し年間５９回実施、４０名の生徒の参加であった。上里っ子ジャンプ教室は５月に開始し年間３６回実施、８名
の児童の参加であった。

教育指導課
日本語での会話が難しい児童生徒に対して、指導の充実を図るために、日常的に携帯型翻訳機を活用した。保護者との面談でも、児童生
徒の様子を詳細に伝えるため、活用した。

　子育て世帯にとっては、居住地選択の基準として、子どもの教育環境や子どもを取り巻く安全で安心な地域社会をあげる傾向が見られます。そのため、子ども
の教育環境をより充実させる施策に取り組みます。

　不登校対策・いじめ防止対策のための相談体制の構築

　不登校対策（「ふれあい教室」）の実施

担当課名

教育指導課
不登校対策や個に応じた学習・相談体制をつくるために、学習支援策として学習支援員（中学校）児童支援員（小学校）、教育相談機関と
してさわやか相談員（中学校）・スクールカウンセラー（小・中学校）を配置している。

具体的な取組の内容〔令和５年度〕

一部見直し

やや不調 やや不調

本部の意見と同じ

　学力アップ教室と上里っ子ジャンプ教室の実施

　外国語を使用する児童や保護者に対する支援（携帯型翻訳機の活用）

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性） 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

学力アップ教室は令和５年度目標値に対して実績値
が１００％だったのに対し、上里っ子ジャンプ教室では
２５％であった。また、学校に行くことが楽しいと答えた
児童生徒の割合が小中学校どちらも８０％以上だった
のに対し、１年間に３０日以上欠席した不登校児童生
徒数の割合は、令和５年度目標値に対して大きく超え
ている。

自己評価
不登校児童生徒数を減少させるため、さわやか相談
員、スクールカウンセラーの活用を図り、個に応じた
支援を実施する。ジャンプ教室への参加数は実績値
が８人と未達成になっているが、希望する児童へは
学びの支援を実施できている。そのため、評価指数
を実施回数とすることで、希望する児童への更なる
支援の充実を図りたい。

KPIのうち「上里っ子ジャンプ教室への参
加者数」および「１年間に 30 日以上欠席
した不登校児童生徒数の割合」について
未達成となっていることから、原因を分析
し、効果的な施策の進捗につながるよう努
めること。
なお、KPI「上里っ子ジャンプ教室への参
加者数」については、実情にあった目標値
の設定により正確な進捗管理に努めるこ
と。

本部評価

⇒

減少を抑え現在の水
準を維持

40人

32人40人―

大きく達成40人

８人 未達成

小６　８４％
中３　８１％

ほぼ達成

24



基本目標３ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（4）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

　子育て世帯にとっては、居住地選択の基準として、子どもの教育環境や子どもを取り巻く安全で安心な地域社会をあげる傾向が見られます。そのため、子ども
の教育環境をより充実させる施策に取り組みます。

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

　本町の合計特殊出生率は、平成 23 年以降、全国平均及び埼玉県平均を大きく下回る状況が続いており、平成 26 年に過去最低の 1.05 となったのち上
昇しましたが、平成 29 年に再び 1.05 となっており、低下傾向にあります。
このため、「結婚したい人が結婚できる」、「誰もが安心して出産・子育てができる」といった希望をかなえるための、結婚・出産・子育てに関する各種施策を充実
させ、「子育てするなら上里町」と選ばれるまちを目指します。

指標名 基準値
目標値

令和６年

合計特殊出生率
1.05

1.25
（平成29年）

基本的な方向 

実績値 達成度

25

未来を担う子どもたちへの教育支援
小学校 3 年生・4年生の社会科における授業の
実施状況

39種目

《進捗報告方法》
実施された授業時数と

内容の報告（小学校3年
生・4年生）

《進捗報告方法》
実施された授業時数と
内容の報告（小学校3

年生・4年生）

具体的な取組の内容
〔令和５年度〕で報告

大きく達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

④ 郷土愛をはぐくみ、豊かな心を持つ人材の育成

主な取組

　町独自の教材「かみさと」を用いた学習

　小学校3、4年生の社会科における授業の実施状況

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

教育指導課
「かみさと」を活用することで、社会的事象について、主体的に学習の問題を解決しようとする態度や、よりよい社会を考え学習したことを社
会生活に活かそうとする態度を育成することができた。

教育指導課
年間指導計画に則り、小学３年生７０時間・小学４年生９０時間を確実に実施することができた。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

継続

順調 順調

「かみさと」を活用することで、上里の地形や土地の活
用について具体的資料を通して理解を深めることがで
きた。また、郷土の偉人について調べ、豊富な資料を
もとに、自分の考えをまとめることができた。令和６年
度の副読本改訂にともない編集委員会を開催し、教
科書に記載されている資料や説明内容の精選を図っ
た。

自己評価

令和６年度から新しく改訂された副読本（かみさと）を
もとに、今度も、郷土愛をはぐくみ、豊かな心を持つ
子供達を育てていく。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価

本部の意見と同じ
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（1）

ア 地域防災計画の実践と地区防災計画策定支援

イ 災害情報伝達手段の充実

ウ 災害時における他自治体との連携強化の推進

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

基本的な方向 

　防災・防犯体制の充実や生活環境の整備を推進することで、地域住民の誰もが安心してくらせる環境の整備に努めます。

（平成29年度）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

実績値 達成度

26

安全安心でくらしやすいまちづくり
地域防災計画に基づき実施される職員研修の
実施回数

2回
10回

（5年間の合計）
累計8回

累計8回
（年2回）

大きく達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

協定における支援状況 －
《進捗報告方法》

行った支援の
報告（毎年度）

《進捗報告方法》
行った支援の
報告（毎年度）

具体的な取組の内容
〔令和５年度〕で報告

4,571件

① 災害に強いまちづくりの推進

防災メール登録件数 2,851 件 6,000 件

主な取組 担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

　防災意識を向上させるための研修等の開催 くらし安全課
4月4日、新規採用職員を対象に、防災に関する講習及び避難所HUG体験（地震編）を実施した。また、1月17日には、町職員を対象に「災
害対策本部設置・情報伝達訓練」を実施した。

　災害情報発信を充実させるための取組 くらし安全課
3月1日から災害等に関する緊急情報を電話で配信する「防災情報等架電サービス」を開始しました。町が発信する避難情報等を、広報塔
以外では情報を入手できなかった方にも、申込をしていただければ、音声により電話で配信します。

　協定自治体との連携事業の実施 くらし安全課
協定締結自治体及び企業と担当者名簿の更新を行う等、相互に連絡を取ることができる体制の確立に努めた。

概ね順調 順調

　協定自治他との支援状況 くらし安全課
災害救助法に基づく応援要請により、令和6年能登半島地震において先遣隊として1月15日～22日、石川県七尾市へ応援職員（くらし安
全課1名）を派遣した。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

研修等では職員の防災意識高揚に一定の成果が
あったと考える。「防災情報等架電サービス」の導入
により災害情報発信の充実が図られた。名簿等により
相互に連絡を取ることができる体制を確認した。石川
県七尾市立小丸山小学校にて避難所運営支援を
行った。

自己評価 引き続き職員の防災意識の維持・向上を図る必要
がある。継続して研修や訓練を実施する。「防災情
報等架電サービス」のシステムではHPやSNSとも連携
ができるため、活用をしていく。「上里町防災フェス
ティバル」において、協定締結企業等に出展していた
だき、平時から交流を図るよう努める。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価

本部の意見と同じ

76.30% 80%

健康寿命

男性 83.07歳

女性 85.89歳

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

（令和元年）

男性 82.96歳
女性 85.75歳

継続

5,761件 大きく達成

大きく達成
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（1）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　防災・防犯体制の充実や生活環境の整備を推進することで、地域住民の誰もが安心してくらせる環境の整備に努めます。

（令和元年）

実績値 達成度

27

安全安心でくらしやすいまちづくり

防犯パトロール隊数 30 隊
減少を抑え現
在の水準を維

持
30 隊 30 隊 大きく達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

② 犯罪のないまちづくりの推進

　地域パトロール隊の活動支援 くらし安全課
92行政区全てに防犯のぼり旗を作成して配布した。そのほか、自主防犯パトロール隊の活動に係る費用に補助金を交付することで、活動の
支援を行った。

主な取組 担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

　警察署との連携強化 くらし安全課
警察官OBを「安全安心まちづくり推進委員」として採用し、平日14時から18時まで、町内巡回パトロールを実施した。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

犯罪を未然に防止し、犯罪を起こさせない環境を整
備する取り組みとして、一定の効果があったと考える。

自己評価

近年の巧妙化する特殊詐欺対策として、警察官によ
る高齢者宅の戸別訪問に協力する等、警察と連携し
た防犯対策を推進する。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価

本部の意見と同じ 継続

概ね順調 順調
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（1）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価
施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

交通事故は減少傾向にあるものの、埼玉県内におい
ては、交通事故発生率は高い状況である。

自己評価

目標値を達成しているが、道路等の新設もあるため、
交通事故減少に対する取組を継続して行う。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価

本部の意見と同じ 継続

概ね順調 順調

主な取組 担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

　交通安全意識の啓発 くらし安全課
交通事故防止のため、各種啓発活動及び、本庄警察署・道路管理者等と協議し、町道上等の交通安全施設の設置及び補修を実施した。
交通安全教育として、本庄警察署及び交通指導員による町内全小学校の児童を対象にした、交通安全教室や自転車免許試験を実施し
た また 町内保育園 幼稚園の年長を対象とした交通安全教室も実施した

　国や県が実施する交通安全に関する助成制度等の周知 くらし安全課
広報かみさとや交通安全講習会等における説明、また、窓口等でのパンフレット配布により、交通安全に関する助成制度等について周知を
行った。

③ 交通事故のないまちづくりの推進

実績値 達成度

28

安全安心でくらしやすいまちづくり

交通人身事故発生件数 165 件 147 件以下 150件以下 ８６件 大きく達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　防災・防犯体制の充実や生活環境の整備を推進することで、地域住民の誰もが安心してくらせる環境の整備に努めます。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（1）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価
施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

生活支援体制整備事業は、地域支え合い活動組織
が順調に立ち上がっており、今後は3地区目の立ち上
げ準備に取り組んでいく予定。
「見守りキーホルダー」登録制度は普及活動により登
録者数を伸ばし、目標値を達成している。

自己評価 生活支援体制整備事業は引き続き社会福祉協議
会に委託し、地域支え合い活動の推進と移動スー
パーをはじめとした地域資源の開発に取り組んでい
く。
「見守りキーホルダー」の広報掲載やケアマネへの周
知等を引き続き実施していく。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価

本部の意見と同じ 継続

順調 順調

主な取組 担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

　「見守りキーホルダー」登録制度の普及活動 高齢者いきいき課
「高齢者向け福祉サービス」や「認知症安心ガイドブック」に掲載。広報にて定期的に制度を周知。窓口にてチラシを用いて周知。ケアマネ
連絡会でも周知し、ケアマネを経由して登録申請に繋がるケースもあった。警察、消防とも定期的に情報共有している。

　生活支援体制整備事業の推進 高齢者いきいき課

社会福祉協議会に委託して実施。小学校区ごとの地域支え合い活動組織立ち上げの支援を実施し、令和5年度は町内2地区目である神
保原小学校地区での組織化を実施。令和6年度より活動予定。また、移動スーパーの運行準備を実施。令和6年度より運行開始予定。

④ 高齢者が住み慣れた地域で、安心してくらせるまちづくりの推進

実績値 達成度

29

安全安心でくらしやすいまちづくり

見守りキーホルダー登録者数 48 人
123 人

(５年間の累計）
累計108人 累計129人 大きく達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　防災・防犯体制の充実や生活環境の整備を推進することで、地域住民の誰もが安心してくらせる環境の整備に努めます。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）

29



基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（1）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価
施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

神保原停車場線沿道及びその周辺について、空き家
の状況を目視及び近隣住民からの聞き取りにより行っ
た。
納税通知書に同封することで、広く町内外の空き家所
有者に空き家バンクを周知することができた。また、空
き家所有者の悩みを解消するため、「空き家相談会」
を開催する等、空き家解消に向けた取り組みも行っ
た。

自己評価 まちづくりの資源の1つである空き家や低未利用地の
利活用について、都市機能誘導区域内での支援措
置等の検討を行う。
「空き家相談会」の効果を検証し、空き家解消に効
果的な手段の実施を検討する。
関係各課が協力し空き家対策事業の実施につなげ
る。

空き家バンクの周知や空き家相談会の実
施、そして限定的な空き家状況の聞き取
り実施など、空き家対策への取組は一部
行っているが、KPIの達成には至っていな
い。空き家対策の推進にかかる分野は多
岐に渡るため、町として行えることを整理
する必要がある。

本部評価

空き家対策として、町ができる事、できな
い事を整理するとともに、「県北空き家バ
ンク」事業を活性化するなど、前に進めて
いくための具体策を望む。

継続

概ね順調 やや不調

主な取組 担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

　空き家等対策計画の策定
まちづくり推進課

くらし安全課

立地適正化計画で定める都市機能誘導区域の内、神保原駅北周辺において、空き家の利活用を推進するため実態調査を実施した。空き
家対策としては、空き家の苦情を近隣住民より受け、現地を確認し、所有者に適正管理をするよう通知を行っている。

　埼玉県北地域空き家バンクとの連携 くらし安全課
固定資産税の納税通知書にチラシを同封し、「埼北空き家バンク」の周知に努めた。結果として、空き家バンクには、2件の利用相談及び1
件の利用登録があった。

⑤ 空き家対策事業の推進

実績値 達成度

30

安全安心でくらしやすいまちづくり

空き家等対策計画策定 48 人 ―

空き家等対策計画の
策定

《進捗報告方法》
計画策定の進捗報告

－ 未達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　防災・防犯体制の充実や生活環境の整備を推進することで、地域住民の誰もが安心してくらせる環境の整備に努めます。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）

30



基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（2）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

スポーツ教室等の実施 生涯学習課

ニュースポーツ体験としてモルックを実施したほか、健康ボウリング教室を行った。また、連携協定を結んでいる埼玉西武ライオンズによる野
球体験教室を、賀美・長幡・神保原小学校で行った。町民体育祭に替わる、全世代が参加できるイベントとしてこのはなスポーツフェスタを
初めて実施した。

主な取組

継続

概ね順調 概ね順調

公園長寿命化計画の推進 まちづくり推進課
上里町公園施設長寿命化計画に基づき令和６年度からの遊具の更新について、設計図書を整えた。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

「こむぎっちちょっくら健康体操」は、介護予防サポー
ター養成講座の開催と継続支援（２８地区）を行うとと
もに、再開支援も実施している。
スポーツ教室等については、各種イベントの本格的な
再開ができている。また、このはなスポーツフェスタな
ど新たな取り組みも実施。
公園遊具については、令和４年度策定の上里町公園
長寿命化計画に基づき、遊具更新に係る設計図書を
作成し、令和8年度の更新完了に向け事務を進めて
いる。

自己評価
引き続き、介護予防や地域のつながりを保つ取り組
みの検討及び展開を行っていく。
年齢を問わず参加できるスポーツ教室の実施を継
続する。健康体操を導入していない事業所を中心
に、こむぎっち体操やラジオ体操等の健康体操の普
及促進を行い、町民の健康増進・体力向上に繋げて
いく。
公園遊具については、令和6年度より上里町公園施
設長寿命化計画に基づく遊具の更新に着手し、令和
8年度の完了を目指す。

施策に係るほとんどのKPIについて、目標
値に達しており施策として効果があった。
今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

健康増進につながる健康体操の普及促進 生涯学習課
事業所に対して健康体操の実施取組の有無についてアンケートを実施した。

「こむぎっち体操」等を活用した健康づくりイ

104人 252人
エ

465人 大きく達成

公園施設長寿命化計画に基づいた遊具改築の
実施

計画策定
(令和 4 年度)

19 基 設計 設計 大きく達成

大きく達成

大きく達成

426人

健康増進にかかわる体操を実施している事業所
数

6 事業所 14事業所 15事業所

スポーツ教室の年間参加者数

実績値

「こむぎっち ちょっくら健康体操」の普及促進 高齢者いきいき課
継続支援や立ち上げ支援等を通して、「こむぎっち　ちょっくら健康体操」の参加者を減少しないように、取り組みを実施した。また、「介護予
防サポーター」を育成し、「次世代のサポーター」が地域で活躍できるよう支援した。

達成度
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生涯を通じた健康づくりの支援
要介護等認定のうち軽度者の割合（事業対象者
含む）　※軽度者は要介護1までの認定者

53.5% 57.6% 57.20% 51.20% ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

こむぎっち ちょっくら健康体操の参加者数 402 人 432 人

健康づくりの場の整備

生涯スポーツの普及

高齢者の元気づくりの支援

住民が主役の健康づくり活動の推進①

16 事業所

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート

40人 120人

ウ

ア

評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　高齢者を中心に、すべての住民がより長く健康に過ごせるよう、健康づくりを促進する取組を進めていきます。
（令和元年）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（2）

ア

イ

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

自己評価
引き続き、健康意識の向上を促せるよう、周知や情
報発信方法を工夫する。
各種検（健）診受診率向上のための効果的な受診
勧奨を実施する。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価 評価シートでは数値が示されていないが、
上里町の「がん検診受診率」は低い数値
で推移している。受診率を上げる取組報
告とともに、その結果に沿った評価として
ほしい。

継続

順調 順調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

登録済みの人からの口コミによる健★幸マイレージ新
規登録者が増えている。新設した「3課ぐるっとポイン
ト」を獲得した人は少なかったが、個々の教室等の参
加者は増加傾向であった。健★幸マイレージ事業の
登録者数増加と併せて各がん検診の受診率も令和4
年度より伸ばすことができた。

　特定健診や各種検診の推進 健康保険課

がん検診は、胃・肺・大腸・子宮・乳がん検診の他、胃がんリスク検診、前立腺がん検診を実施。検診自己負担は無料。令和5年度より胃が
ん検診に肺・大腸をセット検診として同時受診できるよう新規体制で実施。年齢やがん検診の種類を絞った受診勧奨や要精検者への受診
勧奨も継続実施。歯周疾患検診は、対象者に広報等を通じて受診勧奨を実施。

主な取組 担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

　「たまる健★幸マイレージ」事業の普及促進 健康保険課
令和5年度は、事業の参加者増加につながることを期待して、健康保険課、高齢者いきいき課、生涯学習課の３課の事業にそれぞれ１つ以
上参加した方に年度末にポイントを付与する「３課ぐるっとポイント」を新設した。

② 健康意識向上への支援

高齢者の元気づくりの支援
特定健診・各種検診の推進

実績値 達成度
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生涯を通じた健康づくりの支援

「たまる健★幸マイレージ」参加者数 300人 1,500人 1,400人 1,764人 大きく達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　高齢者を中心に、すべての住民がより長く健康に過ごせるよう、健康づくりを促進する取組を進めていきます。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（2）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

主な取組

　緊急医療体制の整備 健康保険課

取組方針

町の１次救急（外来診療）、２次救急（入院治療）、３
次救急（救命救急）を担う医師会及び医療機関に負
担金等の拠出を行うことで、２４時間、３６５日の緊急
医療体制を確保できた。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒ 継続

自己評価

緊急医療体制を確保するため、１次救急から３次救
急を担う医師会及び医療機関に対し、負担金等の
拠出を継続して行う。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

概ね順調 概ね順調

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案)

③ 緊急医療体制の整備

休日急患診療所運営事業、在宅当番医制事業、病院群輪番制病院運営事業、二次救急支援事業、救命救急センター運営事業、小児
救急支援事業等に対して、負担金及び補助金を拠出した。

実績値 達成度

33

生涯を通じた健康づくりの支援

緊急医療体制の整備状況 ―

緊急医療体制の維持
《進捗報告方法》

体制整備にかかる事
業の報告

緊急医療体制の維持
《進捗報告方法》

体制整備にかかる事
業の報告

具体的な取組の内容
〔令和５年度〕で報告

ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　高齢者を中心に、すべての住民がより長く健康に過ごせるよう、健康づくりを促進する取組を進めていきます。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（3）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

主な取組

　自主防災組織モデル地区の活動支援 くらし安全課

取組方針

　自主防災組織を中心とした各地域での防災講習会
を実施することで、自助・共助の重要性を認識する機
会を作ることに取り組んだ。また、実際に避難所開設
を体験することで、防災に「我がこと意識」を持ってもら
う機運の醸成を図ることができたと考える。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒ 継続

自己評価

　自主防災組織モデル地区を増加させるため、自
助・共助の重要性について、講習会等の機会を捉え
て周知を継続していく。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

概ね順調 概ね順調

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案)

① 「地域力」強化への支援

　公民館のせせらぎ大学やサロン等、様々な機会を捉えて防災講習会を実施した。講習会では、ハザードマップの見方を説明し、自宅周辺
のリスクを認識してもらい、パーティションを設置すること等を通して、災害を身近なものとして考えてもらうきっかけとなるよう努めた。

実績値 達成度
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みんなで支え合う地域の絆づくり

自主防災組織モデル地区数 1地区 6地区 6地区 5地区 ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　住民が孤立せず、一人ひとりが地域の一員であるという実感が持てることが生活の質を高めることになります。防災の地域協力体制の構築を支援するととも
に、地域でのふれあいの機会を充実させ、また地域を大切に思い愛着をもってもらえるような取組を実施します。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（3）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

主な取組

　住民が主体的に開催するサロン（地域の集まりの場）への活動支援 町民福祉課

取組方針

令和５年度については、黛地区で１ヶ所、新規にサロ
ンが開設した。
２１サロンの内、１6地区でサロン活動が実施された。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒ 継続

自己評価
現在活動休止しているサロンについては、再開してい
るサロンの運営方法を情報提供し、実施に向けて支
援する。また、新規サロン開設のための広報活動も
引き続き行っていく。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

概ね順調 概ね順調

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案)

② 地域でふれあう機会の充実

地域の高齢者や住民等が気軽に集い、交流や健康増進の場を提供するふれあいサロンの設置を地域住民等に呼びかけて積極的に推進
し、活動を支援した。

実績値 達成度
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みんなで支え合う地域の絆づくり

地域の集まりの場団体数 17団体 25団体 23団体 21団体 ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　住民が孤立せず、一人ひとりが地域の一員であるという実感が持てることが生活の質を高めることになります。防災の地域協力体制の構築を支援するととも
に、地域でのふれあいの機会を充実させ、また地域を大切に思い愛着をもってもらえるような取組を実施します。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（3）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

主な取組

　住民を対象とした「ふるさと学講座」等の実施 生涯学習課

取組方針

感染症対策等制限なしに講座を実施した。上里フォト
コンテスト等ふるさと学講座を実施している。
「ふるさと学の主な事業」
　・上里フォトコンテスト
　・歴史教室
　・どんど焼きまつり

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒ 継続

自己評価 引き続き、郷土に対する誇りや郷土を大切にする機
運（郷土愛）の醸成を図る。そして、知識・技能の地
域への還元により幅広い世代に向けた豊かな社会の
構築や地域の絆づくりを推進していく。
講座の参加者数を増やすため各地区公民館を中心
に周知と啓発を行う。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

概ね順調 概ね順調

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案)

③ ふるさとを知り、地域を大切にする機運の醸成

ふるさと学講座として、上里フォトコンテストや歴史教室、どんど焼きまつりを実施し、参加者延べ人数は435人でした。

実績値 達成度

36

みんなで支え合う地域の絆づくり

ふるさと学等受講者数 270 人

2,100 人
(５年間の合計）

ふるさと学＋行政を知ろ
う講座

累計1,680人 累計1,519人 ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　住民が孤立せず、一人ひとりが地域の一員であるという実感が持てることが生活の質を高めることになります。防災の地域協力体制の構築を支援するととも
に、地域でのふれあいの機会を充実させ、また地域を大切に思い愛着をもってもらえるような取組を実施します。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（3）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価
施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

上里町総合文化センターにおける実施イベント数につ
いては、令和3年度が16件、令和4年度が19件、令
和5年度が18件となっており、感染症の影響から復調
した状態での開催を維持できているが、参加者人数
については令和4年度が13,947人、令和5年度が
13,685人となっており、ほぼ横ばい推移している。

自己評価

昨年度に続き、効果的な広報活動やイベントの企
画・運営を積極的に推進していく。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ 継続

概ね順調 概ね順調

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

　積極的な文化事業の展開 総合政策課

上里町総合文化センターにおいて、音楽・演劇・郷土芸能などの鑑賞型イベント、和太鼓の体験教室などの参加型イベントを開催し、伝統
芸能の継承に努めている。鑑賞型においては、松本蘭ヴァイオリンコンサートやワープ上里寄席春風亭一之輔独演会等の新規イベントを開
催し、ワープ上里寄席においては満席となる500人の来場を記録した。

主な取組

社会的包摂を目指した文化事業の推進

実績値 達成度

37

みんなで支え合う地域の絆づくり

文化事業の参加者数 15,500 人 15,600 人 15,600人 13,685人 ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

④

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　住民が孤立せず、一人ひとりが地域の一員であるという実感が持てることが生活の質を高めることになります。防災の地域協力体制の構築を支援するととも
に、地域でのふれあいの機会を充実させ、また地域を大切に思い愛着をもってもらえるような取組を実施します。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（4）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

主な取組

　地域公共交通サービスの提供 総合政策課

取組方針

上里町地域公共交通活性化協議会で令和2年3月
に策定した「上里町地域公共交通網形成計画」にも
基づき、利用促進のための各種事業を実施をした。ま
た、令和７年度からの公共交通形態について、協議
会及びその作業部会である分科会で検討し、導入公
共交通形態を決定した。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒ 継続

自己評価 引続き、利用者数増加への取組みを実施しつつ、令
和7年度に導入する交通形態について準備を進める
とともに、新たな上里町地域公共交通計画を令和6
年度に策定していく。また、一般路線バスの運行支
援についても継続的に実施していく。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

概ね順調 概ね順調

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案)

① 最適な地域公共交通の整備

令和５年度はこむぎっち号の利用者数が増加し、過去最高値となった。毎年実施している利用者アンケートとOD調査に加え、令和6年度に
策定する上里町地域公共交通計画策定のための町民3,000人を対象に公共交通に関するアンケートを実施した。

実績値 達成度

38

誰もが住みやすい都市基盤の整備

町営公共交通年間利用者数 16,300 人 22,300 人 21,100人 18,905人 ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　町内公共交通の整備、神保原駅周辺地域の整備、有効な土地活用など、誰もが住みやすくなるまちを目指し、各種都市基盤の整備を進めていきます。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（4）

ア

イ

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

駅周辺地域の整備については、都市再生整備計画
によるハード整備や、賑わい創出に向けた官民連携
のまちづくりを推進する。
道路整備についてのうち、古新田四ツ谷線について
は、整備に向け担当課と連携を図り進めていく。
藤木戸・勝場線については、片側歩道計画にて整備
を進める。
雨水対策については、令和6年度に実施する浸水対
策検討業務委託及び雨水出水浸水想定区域図作
成業務委託の結果に基づき、令和7年度以降に雨
水管渠及び雨水貯留施設の基本設計及び下水道
事業計画の変更を行う。その後、詳細設計業務を行
い、工事に着手する。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ 継続

概ね順調

　雨水対策事業 上下水道課

雨水対策計画の事業
化

《進捗報告方法》
事業化の進捗報告

雨水対策計画の事業
化

《進捗報告方法》
事業化の進捗報告

概ね順調

神保原駅北まちづくり基本計画を基に、道路整備や駅機能の改善等についての検討と併せ、まちなかに賑わいを創出するためのマーケット
を行った。

令和6年度に雨水対策検討業務委託を発注するため、雨水貯留施設用地の候補地や雨水対策の方向性等について関係各課と検討を
行った。

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒

上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見(案) 取組方針

駅周辺地域の整備については、まちづくり基本計画に
より、道路整備を検討する地域住民による会議やワー
クショップにより賑わい創出について検討している。ま
た駅機能の改善に向けた関係機関との協議を行って
る。
道路の拡幅についてのうち、古新田四ツ谷線について
は道路形状等を検討するため交通管理者と協議を
行った。児玉工業団地線がR6.3に開通。
雨水対策については、令和6年度以降の具体的な実
施に向け検討を開始した。

自己評価

具体的な取組の内容
〔令和５年度〕で報告

　道路の拡幅（安全な歩道確保） 道路整備課
児玉工業団地線はR6.3に開通。これにより、カインズ本庄上里店から児玉工業団地内まで両側歩道が整備された。

　道路の拡幅（安全な歩道確保） まちづくり推進課
都市計画道路である古新田四ツ谷線について、交通安全対策の観点から歩道の設置と併せ、一部ルートを変更し四ツ谷交差点へ接続さ
せるための検討を行った。

主な取組 担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

　駅周辺地域の整備 まちづくり推進課

ほぼ達成―

② 快適な住環境の整備

神保原駅周辺地域整備
道路の拡幅と雨水対策

雨水対策

実績値 達成度

39

誰もが住みやすい都市基盤の整備

駅北整備計画策定 ―

駅北口の都市計画決
定

《進捗報告方法》
計画策定の進捗報告

駅北口の都市計画決
定

《進捗報告方法》
計画策定の進捗報告

進捗率70% ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　町内公共交通の整備、神保原駅周辺地域の整備、有効な土地活用など、誰もが住みやすくなるまちを目指し、各種都市基盤の整備を進めていきます。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）

39



基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（4）

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価
施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見 取組方針

令和4年1月に策定した立地適正化計画に位置付け
られた、中心拠点である神保原駅周辺整備につい
て、拠点性の向上を目指し、道路やウォーカブル空間
等、地域住民等との会議により都市基盤の整備につ
いて検討を行った。

自己評価

神保原駅周辺整備を推進するため、居住誘導等に
関する施策の実施に向けて、関係課や地域住民等
との調整を図る。

今後も事業を継続し、必要に応じて取り組
み方法を工夫し、更なる発展を目指すこ
と。

本部評価

本部の意見と同じ 継続

概ね順調 概ね順調

担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

立地適正化計画の推進 まちづくり推進課
コンパクトで持続可能な都市構造の実現に向けて、神保原駅周辺の整備による賑わい・魅力の向上を図るため周辺道路やウォーカブルな
まちづくりの検討を行った。

主な取組

将来を見据えた土地利用計画の検討

実績値 達成度

40

誰もが住みやすい都市基盤の整備

立地適正化計画の推進
計画策定

(令和 3 年度)

立地適正化計画の推
進

《進捗報告方法》
計画推進の進捗報告

立地適正化計画の推
進

《進捗報告方法》
計画推進の進捗報告

具体的な取組の内容
〔令和5年度〕で報告

ほぼ達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

③

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　町内公共交通の整備、神保原駅周辺地域の整備、有効な土地活用など、誰もが住みやすくなるまちを目指し、各種都市基盤の整備を進めていきます。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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基本目標４ ． 数値目標

具体的施策と重要業績評価指標〔KPI〕

（5）

ア

イ

KPIや具体的施策の進捗を踏まえた施策全体の自己評価

順調 順調

施策の進捗状況等 今後の考え方（方向性）

⇒
上里町まち・ひと・しごと創生本部 上里町地方創生推進審議会の意見 取組方針

公衆フリーWi-Fiの追加整備を実施、提供施設の拡
充ができた。また、年数回のスマートフォンの使い方講
座においては延べ73人の参加があり、デジタルデバイ
ド対策事業としての一定の手応えを実感している。ま
た、上里町DX推進計画を策定したことにより本格的な
DX実行フェーズへ移行できた。

自己評価
上里町DX推進計画に基づく、デジタル技術を活用し
た各種DX施策を推進していく。それに伴って業務環
境も住民サービスも大きく変わっていくことから、デジ
タルを活用する職員の能力向上とデジタル化に取り
残されて不便になる住民を生み出さないよう配慮並
びに支援が必要である。

KPIが目標値に届いており、施策として効
果があった。今後も事業を継続し、必要に
応じて取り組み方法を工夫し、更なる発展
を目指すこと。

本部評価

上里町 DX 推進計画
の推進

《進捗報告方法》
推進状況の報告

上里町 DX 推進計画
の推進

《進捗報告方法》
推進状況の報告

具体的な取組の内容
〔令和5年度〕で報告

本部の意見と同じ

大きく達成

継続

―

　上里町DX推進計画の推進 総合政策課
町のDX推進にあたり、令和４年度までに決定した推進体制、ビジョン、工程表等の全体方針を踏まえた「上里町DX推進計画」を策定しまし
た。全課全庁的な推進体制により、各種DX施策の実行フェーズへ移行しています。

主な取組 担当課名 具体的な取組の内容〔令和５年度〕

　ICTを活用した住民目線の行政サービスの拡充 総合政策課

デジタル活用支援講座として、生涯学習課主催の各公民館における「スマートホンの使い方講座」を実施。（延べ73人の参加）

新たな情報発信基盤としてデジタルサイネージを導入し運用を開始した。住民がより使いやすいオンライン申請サービスの導入に向けた検
証を実施するとともに、税証明や住民票等の証明書等申請書支援サービスの提供を開始した。

　公共施設への通信手段の整備 総合政策課
町の公共施設（10か所）にて公衆フリーWi-Fiを提供し、学習、コミュニティ活動の他、災害時の情報通信手段の提供を行った。令和5年度
は、長幡児童館・公民館複合化工事に併せて同施設の公衆Wi-Fi環境整備を実施し、提供施設が11か所に拡大できた。

　ICTを活用した住民目線の行政サービスの拡充 生涯学習課

①  ICT を活用した住民サービスの向上と安全安心のまちづくり

⾝近で住⺠⽬線に⽴った「⾏政サービス」の拡充
安全安心でくらしやすい地域社会の構築

上里町 DX 推進計画の推進

実績値 達成度

41

ICT を活用した住民サービスの向上と安全安心のまちづくり

デジタル活用支援講座参加者数 90 人 550人 累計420人 累計425人 大きく達成

№ 具体的施策 重要業績評価指標（KPI)
基準値

（平成30年度）
最終目標値

（令和６年度）
年次（R5）目標値

町民満足度
「上里町に住み続けたい」人の割合

76.30% 80%基本的な方向 

　住民の誰もが必要な行政情報にアクセスできるよう、住民向けの ICT を活用したサービス、各種講座を充実させるとともに、公共施設の通信環境を整備し、
平時にも災害時にも情報が確保できる安全安心なまちづくりを進めていきます。

（令和元年）

第２期上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 評価対象年度 令和５年度分

時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

　誰もが安全で安心してくらせることや、健康に過ごせること、住民の一人ひとりが地域の一員であると感じられるまちであること、まちに活気があることなどは、
人々がそのまちに住み続けたいと思う大きな理由となります。
そのため、防災・防犯体制の充実などにより、安全安心でくらしやすいまちづくりを促進するとともに、健康づくりの支援と地域でふれあう機会の創出に努めるほ
か、どこにでも気兼ねなく出かけることができるよう公共交通の充実を図り、ICT が活用され必要な情報を誰もが得られる、誰にとっても住みやすいまちづくりを
推進します。

指標名 基準値
目標値

令和６年度

健康寿命
男性 82.96歳 男性 83.07歳

女性 85.75歳 女性 85.89歳

（平成29年度）
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